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Ⅰ．事業評価総括表（平成30年度） （単位：円）

576,619,962 336,280,000

備　　考

柏崎市 50,000,000

交付金事業者
名又は間接交
付金事業者名

交付金充当額

柏崎市

番号 措　　置　　名 交付金事業の名称

図書館管理運営事業

消防署運営事業

福祉対策措置1

2

交付金事業に要し
た費用

福祉対策措置

66,034,499



Ⅱ．事業評価個表（平成30年度） （単位：円）

交付金事業の成果目標及び
成果実績

番号 措置名 交付金事業の名称
1 福祉対策措置 図書館管理運営事業

交付金事業に関係する市町
村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関する主要政策・施策
柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画（平成29年度～平成33年度(令和3年度)）
　第4章　教育・スポーツ～『たくましさ』をつなぐまちをめざして～
　　第2節　学びを通じて地域の『たくましさ』をはぐくむ
　　　1　学びの機会を充実させる

目標値：入館者数　375,000人
　　　　図書貸出者数（児童）　20,000人
　　　　図書貸出者数（一般）　96,000人

事業開始年度 平成29年度 事業終了（予定）年度 令和3年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市
交付金事業実施場所 柏崎市学校町（柏崎市立図書館）

交付金事業の概要

市立図書館の職員人件費（9人分）12か月分、光熱水費及び下水道使用料11か月分。
市立図書館は、本市における生涯学習の拠点として広く市民に親しまれ、市民の教育及び文化の発展に果
たす役割は大きく、累計入館者数は1,000万人を超える施設となっています。
本交付金事業では、図書館職員（9人）、施設の光熱水費等の運営経費を確保し、安定的な施設運営を継
続的に行うことで、市民一人ひとりが生涯にわたり主体的に学習活動に取り組める環境を整備し、利用者
へのサービス充実及び施設の利用促進を図ります。

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで
成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成30年度

入館者数
375,000人

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成30年度

入館者数
成果実績 人 347,455
目標値 人 375,000
達成度 % 92.7%

96.7%
成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成30年度

図書貸出者数
（児童）
20,000人

図書貸出者数
（児童）

成果実績 人 19,341
目標値 人 20,000
達成度 %

97.8%

図書貸出者数
（一般）
96,000人

図書貸出者数
（一般）

成果実績 人 93,876
目標値 人 96,000
達成度 %



交付金事業の成果目標及び
成果実績

評価年度の設定理由
毎年度PDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、安定した施設運営を行うことができました。また、このことにより様々なイベン
トや講座、子どもの読書推進活動等を行い、市民の方が幅広く図書館を利用する機会を設けることができ
ました。
平成30年度は、入館者数が347,455人、図書貸出者数が児童19,341人、一般93,876人と目標達成には至り
ませんでしたが、平成29年度に比べ入館者数が1,443人、図書貸出者数も児童17人、一般2,552人の増加と
なり、近年減少傾向であった利用者数が増加に転じたことから、図書館が生涯学習の拠点施設として多く
の市民に活用され、市民の教育及び文化の発展に寄与することができたと評価します。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平常に運営できた日
（開館日数）

活動実績 日 339 335 335
活動見込 日 339 335 335
達成度 % 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の総事業費等 平成28年度 平成29年度 平成30年度 備　考

総事業費 75,477,366 64,491,917 66,034,499

うち経済産業省分 50,000,000 50,000,000 50,000,000

電気使用料 随意契約 東北電力（株） 8,542,950

平成28～30年度総事業費
　206,003,782

交付金充当額 50,000,000 50,000,000 50,000,000

うち文部科学省分 0 0 0

ガス使用料 随意契約 北陸ガス（株） 2,646,787

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 職員9人 54,044,854

交付金事業の評価課室 教育委員会図書館

水道・下水道使用料 随意契約 柏崎市上下水道局 799,908

交付金事業の担当課室 教育委員会図書館



Ⅱ．事業評価個表（平成30年度） （単位：円）

交付金事業の成果目標及び
成果実績

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

単位 評価年度 平成30年度

－ －
成果実績 －
目標値 －
達成度 －

番号 措置名 交付金事業の名称
2 福祉対策措置 消防署運営事業

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
　柏崎市第5次総合計画　基本構想・前期基本計画（平成29年度～平成33年度(令和3年度)）
　　第3章　防災・生活・環境～『頼もしさ』をつなぐまちをめざして～
　　　第1節　市民の生活を守る『頼もしさ』をつくる
　　　　3　防災や危機管理機能を高める

目標：
消防職員126人分の人件費に交付金を充当し、柏崎市消防署・西分署・３分遣所を運営し、1市1町1村（柏
崎市、出雲崎町、刈羽村）の延べ512.68K㎡、93,789人（H30.4.1現在）の住民への消防業務を行います。
適切な人員配置により消防業務の安定した滞ることのない管理運営を行い、地域住民の安全と安心を確保
することにより福祉の充実に努めます。

事業開始年度 平成29年度 事業終了（予定）年度 令和3年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市
交付金事業実施場所 柏崎市三和町（柏崎市消防署）ほか5件

交付金事業の概要

消防署、西分署及び3分遣所の消防職員人件費（126名）12ヶ月分。
中越沖地震や東日本大震災などの教訓を踏まえ、これまで以上に市民の安全・安心な生活環境の実現が求
められており、消防行政が担う役割は非常に大きくなっています。
本交付金事業では、消防署、西分署及び3分遣所の消防職員（126名）を確保し、安定的な消防署運営を継
続的に行うことで、市民の生命・身体・財産の保護し、安心して暮らせる災害に強いまちづくりに努める
ことで、市民生活の安定を図ります。

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで
成果目標 成果指標



交付金事業の成果目標及び
成果実績

交付金事業の担当課室 消防本部消防総務課
交付金事業の評価課室 消防本部消防総務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 職員126人 576,619,962

総事業費 582,253,690 553,394,015 576,619,962

うち経済産業省分 335,883,000 336,345,000 336,280,000
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 335,883,000 336,345,000 336,280,000
うち文部科学省分 0 0 0

交付金事業の総事業費等 平成28年度 平成29年度 平成30年度 備　考

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 平成28年度 平成29年度

1,825

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　消防職員126名を確保することで安定した消防署の管理運営を行うことができました。平成29年に比べ
火災件数は変わらなかったものの、救急、救助件数が増加しましたが、これらの災害に対し、迅速かつ的
確な消防・救急活動を実施することで、住民の生命・身体・財産の保護と安心して暮らせる災害に強いま
ちづくりに寄与し、かつ、市民生活の安定を図ることができたと評価します。今後も一層の消防力の充
実、救急業務の高度化を図るため、人材の育成、救急救命士の配置に努め、災害に強い安全安心なまちづ
くりを目指します。
【平成30年各種訓練回数　2,888 回】
【平成30年管内出動件数　火災32件、救急3,964件、救助73件】

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

1,825
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

平成30年度
消防署、分署、3分遣所の運
営
5署（所）×運営日数

活動実績 署日 1,830 1,825 1,825
活動見込 署日 1,830

平成28～30年度総事業費
1,712,267,667



別　紙

Ⅰ．事業評価総括表（平成30年度） 　（単位：円）

60,000,000

体育施設管理運営事
業

地域コミュニティ活
動推進事業

補助金事業に
要した経費

柏崎市大字加納
ほか30件

コミュニティセンターの管
理運営や活動に要する人件
費補助に充当し、コミュニ
ティ活動の推進を図る。

補助金
充当額

備　　考

福祉対策措置

補助金事業
の概要

体育施設の指定管理代行料
に充当し、施設の管理運営
の充実を図る。

212,425,626

補助金事業
の実施場所

90,000,000

番号 措　　置　　名 補助金事業の名称
補助金事
業者名

柏崎市

柏崎市

1

2

柏崎市学校町ほ
か14件

地域活性化措置 126,977,393



Ⅱ．事業評価個表（平成30年度） （単位：円）

％ 95.3%

評価に係る第三者機関等の活用の有無
なし

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで
評価年度 平成30年度

体育施設管理
運営事業対象
施設の利用者
数670,000人

体育施設管理
運営事業対象
施設の利用者

数

目標値 人 670,000

達成度

番号 措置名 交付金事業の名称

1 福祉対策措置 体育施設管理運営事業

単位
成果実績

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　スコアボードの電光掲示化改修工事が完了した佐藤池野球場の供用再開もあり、施設全体の利用者数
638,756人（前年比7,326人の増加）で成果目標の95.3％となったこと。活動指標とした平常運営日の延
べ日数で見込を上回ったことからも、管理代行料の財源を本補助金により確保できたことで、継続・安
定した施設管理運営を図りながら、市民の健康維持・増進を図ることができ、事業は順調に推移してい
ます。東京2020まで1年余りとなり、スポーツへの関心が高まることから、今後も利用者目線に立った施
設管理運営・サービス提供を指定管理制度の下で継続し、「する・見る・支え育てる」スポーツへの取
組を推進し、市民の健康づくり、生きがいづくりや競技力の向上を図ります。また、スポーツによる地
域活力の向上に取り組み、成果目標の達成を目指します。

人 638,756

交付金事業に関係する市町
村の主要政策・施策とその
目標

柏崎市第五次総合計画・前期基本計画（平成29年度～平成33年度(令和3年度)）
　第4章　教育・スポーツ分野施策『たくましさ』をつなぐまちをめざして
　　第3節　スポーツを通じた『たくましさ』をはぐくむ
　　　1　スポーツによる地域づくりや生きがいづくりを進める

目標：施策の目標指標：市内体育施設利用者数　900,000人（平成33年度(令和3年度)）
目標値：市内体育施設のうち本補助金事業対象事業の施設利用者数　670,000人

事業開始年度 平成29年度 事業終了（予定）年度 令和3年度

交付金事業実施場所 柏崎市学校町（柏崎市陸上競技場）ほか14件

交付金事業の概要
市内15体育施設の指定管理料12ケ月分。安定的な財源を確保し、指定管理者による本市の15体育施設の
効率的かつ効果的な管理運営を実現することにより、「市民の健康の維持・増進」と「競技スポーツの
発展」を推進します。

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市



95,000,000 90,000,000

4,500 4,500

総事業費
平成28～30年度総事業費

612,760,449
交付金充当額

うち文部科学省分 0 0 0
うち経済産業省分

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標
平常運営できた日(開館日）
の延べ日数
※かしわざきのスポーツ掲載
の施設利用状況区分に基づく
（日）

活動見込 日 4,500

交付金事業の担当課室 教育委員会スポーツ振興課
交付金事業の評価課室 教育委員会スポーツ振興課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

体育施設管理代行業務 随意契約 （公財）かしわざき振興財団
333,650,000

(内、212,425,626が交付対象事
業費)

90,000,000
交付金事業の契約の概要

95,000,000 90,000,000 90,000,000

達成度 ％ 97.4% 101.1%

平成28年度 平成29年度 平成30年度
198,852,892 201,481,931 212,425,626

交付金事業の総事業費等 備　考

102.9%

平成30年度
活動実績 日 4,385 4,550 4,630

単位 平成28年度 平成29年度



Ⅱ．事業評価個表（平成30年度） （単位：円）

交付金事業の成果目標及び
成果実績

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる業務改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施する。

人 410,000
達成度 ％ 97.5%

成果指標 単位 評価年度 平成30年度

施設
利用者数

成果実績 人 399,590
目標値

施設
利用者数
410,000人

交付金事業に関係する市町
村の主要政策・施策とその
目標

柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画（平成29年度～平成33年度(令和3年度)）
　第6章　自治経営～多様な主体と共創し共有するまちをめざして～
　　第2節　持続可能な市民力と地域力をはぐくむ
       2　地域力が発揮できる環境を充実させる

施策の目標指標：施設利用者数　440,000人（平成33年度(令和3年度)）
目標値：施設利用者数　410,000人（平成30年度）

事業開始年度 平成29年度 事業終了（予定）年度 令和3年度

事業期間の設定理由 柏崎市第五次総合計画　基本構想・前期基本計画の終期まで

成果目標

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 柏崎市
交付金事業実施場所 柏崎市加納地内ほか30件

交付金事業の概要

コミュニティセンター職員人件費（31地区　センター長31名、8時間主事31名、5時間主事26名）12か月
分。
地方分権、住民と行政の協働、住民参画という時代の潮流のもと、本市は住民主体の地域づくりを推進
し、その支援を行っています。行政とのパートナーシップの構築など新たなコミュニティ施策を展開する
ため、地域づくりの拠点と位置付けている市内のコミュニティセンターの管理運営に要する職員を確保
し、地域づくりに係る事業の充実を図ります。

番号 措置名 交付金事業の名称

2 地域活性化措置 地域コミュニティ活動推進事業



交付金事業の成果目標及び
成果実績

交付金事業の評価課室 市民生活部市民活動支援課

コミュニティーセンター31か所
の職員

126,977,393

うち経済産業省分 55,000,000

交付金事業の担当課室 市民生活部市民活動支援課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用

55,000,000 60,000,000

交付金事業の契約の概要

平成28～30年度事業費
380,594,535

交付金充当額 55,000,000 55,000,000 60,000,000

うち文部科学省分 0

100.0% 100.0%

0 0

交付金事業の総事業費等 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1053.75
活動見込 人月

備　考

総事業費 126,897,999 126,719,143 126,977,393

1053.75

達成度

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 平成28年度

100.0%

平成30年度

コミュニティセンター職員の
雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月
1053

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本市のコミュニティ施策は、地域住民自ら地域課題解決に向けたコミュニティ計画を策定し、その実践
事業に取り組む地域づくりを推進しています。
　本補助金を市内のコミュニティセンターの管理運営に要する人件費に充当することで、必要な人的体制
の確保、事業実施における地元負担の軽減及び地域づくりへ向けたコミュニティ活動事業の充実、円滑化
が図られました。
　平成30年度は、サークル活動において利用者の高齢化などによる参加人数の減少や活動休止及び施設の
大規模改修等を行ったこともあり、目標の年間施設利用者には至りませんでしたが、各コミュニティセン
ターでは、身近な学習活動や地域づくり活動が日々実践され、これらの活動を通じて、子どもからお年寄
りまでの幅広い世代が集い、誰もが参加し、交流できる活動拠点として定着しているところであり、事業
活動も着実に成果をあげ地域の活力増進に寄与していると評価します。
　今後も各種事業の安定した運営、地域づくりに係る課題の解決及び新たな取組を支援し、地域の絆を結
ぶコミュニティの形成に寄与し、住民主体の地域づくりを推進していきます。
　【年間施設利用者】 平成29年度：393,929人　平成30年度：399,590人

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無
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平成29年度


